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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第54期
第３四半期
連結累計期間

第55期
第３四半期
連結累計期間

第54期

会計期間
自平成26年１月１日
至平成26年９月30日

自平成27年１月１日
至平成27年９月30日

自平成26年１月１日
至平成26年12月31日

売上高 （千円） 14,469,120 14,752,690 19,696,024

経常利益 （千円） 1,136,783 1,165,243 1,597,589

四半期（当期）純利益 （千円） 729,650 766,756 1,009,970

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 912,569 777,237 1,436,561

純資産額 （千円） 7,992,411 8,991,428 8,517,209

総資産額 （千円） 15,534,168 16,688,094 16,330,132

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 123.82 130.12 171.39

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 51.5 53.9 52.2

 

回次
第54期
第３四半期
連結会計期間

第55期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自平成26年７月１日
至平成26年９月30日

自平成27年７月１日
至平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 26.60 15.17

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

       ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

       ３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。

 

（１）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間における世界経済は、けん引役となる米国経済が良好な雇用環境と消費者マインド

に支えられ拡大基調となる一方、原油価格の下落、地政学リスク、不安定な金融市場等、不安要素を抱えながら

推移いたしました。

　また、わが国経済におきましては、輸出、生産面に新興国経済の減速の影響がみられたものの、企業収益、雇

用、所得環境の改善等により景気は緩やかながらも回復してまいりました。

　このような事業環境の下、当社グループにおきましては実質的な成長と高付加価値経営の実現に向けて、差別

化された高付加価値製品の開発及び販売体制の強化、ソリューションビジネスを積極的に推進してまいりまし

た。生産拠点である長野工場におきましては、サーマル、メディカル及びPWBA部門の受注高が増加したこと等に

より、生産高は前第３四半期連結累計期間と比較し増加となりました。また、生産設備等の改善活動を推進する

ことによる生産性の向上、原価低減活動に取り組んでまいりました。

　以上の結果、受注高は14,977百万円(前年同四半期比2.0%減)、売上高は14,752百万円(前年同四半期比2.0%増)

となりました。

　利益面におきましては、営業利益は売上総利益の増加等により、1,127百万円(前年同四半期比1.9％増)、経常

利益は売上総利益の増加及び保険解約返戻金の計上等により、1,165百万円(前年同四半期比2.5%増)となりまし

た。これらの影響等により、四半期純利益につきましては、766百万円(前年同四半期比5.1%増)となりました。

 

セグメントごとの業績は次のとおりであります。

　

SSP（Safety Security Protection）部門

　当該部門を取り巻く事業環境につきましては、民間設備投資において、企業収益が明確な改善を続けるなか、

製造業、非製造業ともに緩やかな増加傾向となったものの、人手不足や原材料費の高騰等厳しい状況が続きまし

た。

　このような環境の下、電力等基幹産業分野や首都圏大型再開発案件等に対してガス消火設備の拡販に努めてま

いりました。

　しかしながら、既設の消火用ボンベの定期点検要領改正に伴う容器弁交換需要が減少したこと等により、受注

高は3,812百万円(前年同四半期比26.3%減)、売上高は3,585百万円(前年同四半期比15.8%減)となりました。

 

サーマル部門

　当該部門の主要取引先である半導体業界におきましては、中国市場におけるスマートフォンの需要に陰りを見

せ始めており、半導体デバイス市場の設備投資も抑制されております。これらの影響等により、半導体デバイス

メーカー向けセンサーの出荷は若干減少した一方、半導体製造装置市場は生産能力向上のため現行装置のバー

ジョンアップを加速させていること等により熱板の出荷は増加となりました。

　以上の結果、受注高は865百万円(前年同四半期比18.0%増)、売上高は868百万円(前年同四半期比18.9%増)とな

りました。
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メディカル部門

　当該部門におきましては、主力製品である海外向け人工腎臓透析装置の出荷は前第３四半期連結累計期間と比

較し同水準で推移したものの、同製品の生産要素部品の販売は大幅な増加となりました。また、当連結会計年度

より透析装置以外の医療機器の販売を開始したこと等により、受注高、売上高ともに前第３四半期連結累計期間

を上回りました。

　以上の結果、受注高は1,350百万円(前年同四半期比27.6%増)、売上高は1,364百万円(前年同四半期比22.9%増)

となりました。

 

PWBA（Printed Wiring Board Assembly）部門

　プリント基板の実装と組立てが主体の当該部門におきましては、主要顧客である事務機器業界向けプリント基

板の価格競争は厳しい状況が続いたものの、医療機器業界向けプリント基板の出荷は増加となりました。また、

為替の円安傾向が続いている影響により、当社の海外子会社である日本芬翁(香港)有限公司の売上高が増加とな

りました。

　以上の結果、受注高は8,949百万円(前年同四半期比7.5%増)、売上高は8,934百万円(前年同四半期比6.8%増)と

なりました。

 

（２）財政状態の分析

　当第３四半期連結会計期間末の資産合計は16,688百万円となり、前連結会計年度末16,330百万円に比べ357百万

円(2.2%)増加しております。主な増加要因は「現金及び預金」1,643百万円(51.0%)によるものであり、主な減少

要因は「完成工事未収入金」1,316百万円(73.2%)によるものであります。

　負債合計は7,696百万円となり、前連結会計年度末7,812百万円に比べ116百万円(1.5%)減少しております。主な

増加要因は「短期借入金」299百万円(34.0%)によるものであり、主な減少要因は「支払手形及び買掛金」490百万

円(11.8%)によるものであります。

　純資産合計は8,991百万円となり、前連結会計年度末8,517百万円に比べ474百万円(5.6%)増加しております。主

な増加要因は四半期純利益766百万円であり、主な減少要因は配当金の支払265百万円であります。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

（４）研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は、281百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間における主な研究開発活動の状況の変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,713,000

計 20,713,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成27年９月30日）

提出日現在発行数（株）
(平成27年10月30日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,893,000 5,893,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数100株

計 5,893,000 5,893,000 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

 平成27年７月１日～

 平成27年９月30日
－ 5,893,000 － 996,600 － 1,460,517

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式         200 － －

完全議決権株式（その他）  普通株式   5,891,400 58,914

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式

単元未満株式  普通株式       1,400 － －

発行済株式総数 5,893,000 － －

総株主の議決権 － 58,914 －

(注) 「単元未満株式」の「株式数(株)」の欄には当社所有の自己株式76株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本フェンオール株式会社
東京都千代田区飯田橋

 一丁目５番10号
200 － 200 0.00

合計 － 200 － 200 0.00

 

 

２【役員の状況】

　　　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

 

（１）退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

代表取締役 社長 髙田　忠夫 平成27年５月21日

（注）同日付で相談役に就任しております。

 

（２）役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役社長 取締役   

SSP営業統括部長 SSP営業統括部長 下村　孝次 平成27年５月21日

サーマル営業統括部長 サーマル営業統括部長   
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年１月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,223,063 4,866,985

受取手形及び売掛金 ※１ 4,323,101 3,850,099

電子記録債権 747,235 787,808

完成工事未収入金 1,797,596 480,971

製品 373,358 571,100

仕掛品 257,846 271,418

原材料 1,782,765 1,733,969

未成工事支出金 660,839 740,384

その他 65,719 43,269

貸倒引当金 △18,357 △2,839

流動資産合計 13,213,170 13,343,165

固定資産   

有形固定資産 920,735 972,161

無形固定資産 60,555 52,400

投資その他の資産   

投資有価証券 1,591,053 1,591,269

長期預金 300,000 500,000

その他 286,805 254,295

貸倒引当金 △42,187 △25,197

投資その他の資産合計 2,135,670 2,320,366

固定資産合計 3,116,962 3,344,929

資産合計 16,330,132 16,688,094

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※１ 4,165,650 3,675,281

工事未払金 530,788 398,120

短期借入金 880,825 1,179,940

1年内償還予定の社債 267,000 99,000

未払法人税等 419,676 79,383

賞与引当金 － 145,579

役員賞与引当金 － 16,419

その他 657,144 897,456

流動負債合計 6,921,085 6,491,181

固定負債   

社債 151,500 352,500

長期借入金 100,000 200,000

役員退職慰労引当金 78,751 86,905

退職給付に係る負債 376,414 400,596

資産除去債務 22,636 22,636

その他 162,535 142,846

固定負債合計 891,837 1,205,484

負債合計 7,812,922 7,696,666
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成26年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 996,600 996,600

資本剰余金 1,460,517 1,460,517

利益剰余金 5,164,940 5,628,678

自己株式 △212 △212

株主資本合計 7,621,845 8,085,583

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 486,582 511,084

為替換算調整勘定 407,908 396,472

退職給付に係る調整累計額 873 △1,712

その他の包括利益累計額合計 895,363 905,845

純資産合計 8,517,209 8,991,428

負債純資産合計 16,330,132 16,688,094
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年９月30日)

売上高 14,469,120 14,752,690

売上原価 11,834,690 12,078,452

売上総利益 2,634,429 2,674,238

販売費及び一般管理費 1,527,076 1,546,353

営業利益 1,107,352 1,127,884

営業外収益   

受取利息 2,059 2,439

受取配当金 18,945 24,913

受取保険金 9,600 －

為替差益 15,719 1,892

保険解約返戻金 － 17,849

その他 2,700 6,768

営業外収益合計 49,025 53,863

営業外費用   

支払利息 12,690 11,861

社債発行費 5,380 3,474

その他 1,522 1,168

営業外費用合計 19,594 16,504

経常利益 1,136,783 1,165,243

特別利益   

固定資産売却益 407 －

投資有価証券売却益 27,625 －

特別利益合計 28,032 －

税金等調整前四半期純利益 1,164,815 1,165,243

法人税、住民税及び事業税 430,182 325,748

法人税等調整額 4,982 72,739

法人税等合計 435,165 398,487

少数株主損益調整前四半期純利益 729,650 766,756

四半期純利益 729,650 766,756
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
　至　平成26年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 729,650 766,756

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 122,611 24,502

為替換算調整勘定 60,307 △11,435

退職給付に係る調整額 － △2,585

その他の包括利益合計 182,918 10,481

四半期包括利益 912,569 777,237

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 912,569 777,237
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【注記事項】

（会計方針の変更）

　（退職給付に関する会計基準等の適用）

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付

見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更し、割引率の決定方法を割引率決定の基礎とな

る債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法から退職給付の支払見込

期間ごとに設定された複数の割引率を使用する方法へ変更しております。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第３四

半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加

減しております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が55,861千円増加し、利益剰余金が37,845

千円減少しております。なお、当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

 

（追加情報）

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以降に開始する連結会計年度から法人税

率等が変更されることとなりました。

　これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用される法定実効税率は、従来の35.64％から平成28年

１月１日に開始する連結会計年度より33.10％に、また、平成29年１月１日に開始する連結会計年度以降より

32.34％に変更しております。

　その結果、繰延税金資産が362千円、繰延税金負債の純額が15,628千円、法人税等調整額（貸方）が9,661千円

それぞれ減少し、その他有価証券評価差額金が24,927千円増加しております。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　四半期連結会計期間末日満期手形

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度

末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成26年12月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

受取手形 37,589千円 －千円

支払手形 81,642千円 －千円

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

該当事項はありません。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

　なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであ

ります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成26年１月１日
至 平成26年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成27年１月１日
至 平成27年９月30日）

減価償却費 102,056千円 98,078千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年１月１日　至　平成26年９月30日）

 配当金支払額

 
（決議）
 

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年３月28日

定時株主総会
普通株式 235,710 40 平成25年12月31日 平成26年３月31日 利益剰余金

　　（注）１株当たり配当額（円）には、特別配当10円が含まれております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年１月１日　至　平成27年９月30日）

 配当金支払額

 
（決議）
 

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年３月27日

定時株主総会
普通株式 265,172 45 平成26年12月31日 平成27年３月30日 利益剰余金

　　（注）１株当たり配当額（円）には、特別配当15円が含まれております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成26年１月１日　至　平成26年９月30日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)２
 ＳＳＰ部門

サーマル
部門

メディカル
部門

ＰＷＢＡ
部門

計

売上高        

外部顧客への

売上高 4,260,120 729,875 1,109,949 8,369,174 14,469,120 － 14,469,120

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

－ － － － － － －

計 4,260,120 729,875 1,109,949 8,369,174 14,469,120 － 14,469,120

セグメント利益 714,178 81,775 136,326 532,867 1,465,148 △357,795 1,107,352

　　　　（注）１　セグメント利益の調整額△357,795千円は、全社費用であり、報告セグメントに帰属しない管理部門

に係る費用であります。

　　　　　　　２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

　Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成27年１月１日　至　平成27年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
調整額
(注)１

四半期連結

損益計算書

計上額

(注)２
 ＳＳＰ部門

サーマル
部門

メディカル
部門

ＰＷＢＡ
部門

計

売上高        

外部顧客への

売上高 3,585,852 868,049 1,364,302 8,934,486 14,752,690 － 14,752,690

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

－ － － － － － －

計 3,585,852 868,049 1,364,302 8,934,486 14,752,690 － 14,752,690

セグメント利益 454,779 142,346 130,133 770,205 1,497,465 △369,580 1,127,884

　　　　（注）１　セグメント利益の調整額△369,580千円は、全社費用であり、報告セグメントに帰属しない管理部門

に係る費用であります。

　　　　　　　２　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

「会計方針の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より退職給付債務及び勤務費用の計算方法

を変更したことに伴い、事業セグメントの退職給付債務及び勤務費用の計算方法を同様に変更しておりま

す。なお、当該変更による、セグメント利益に与える影響は軽微であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成26年１月１日
至　平成26年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成27年１月１日
至　平成27年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 123円82銭 130円12銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 729,650 766,756

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 729,650 766,756

普通株式の期中平均株式数（千株） 5,892 5,892

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

日本フェンオール株式会社(E02020)

四半期報告書

16/17



 
 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年10月29日

日本フェンオール株式会社

取締役会　御中

 

 有限責任監査法人トーマツ

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 水上　亮比呂　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 下条　修司　　　印

 

 
 

 
   

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本フェンオー

ル株式会社の平成27年１月１日から平成27年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成27年７月１日

から平成27年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成27年１月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本フェンオール株式会社及び連結子会社の平成27年９月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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